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高實康稔氏の論考「長崎と朝鮮人強制連行―調査研究の成果と課題―Forced Labor of 
Koreans in Nagasaki」が掲載される予定である。本論考では，端島（軍艦島）の強制労働の問題
をはじめ，「明治日本の産業革命遺産」の世界遺産登録をめぐる問題も明らかにされている。
第二の視座は，現在の課題への接近である。現在の日本社会での強制連行の捉えられ方の問題点
を考え，新たな研究の方向性を指し示すことがその狙いである。本号には，1980年代から中部・
東海の朝鮮人強制連行研究を進め，社会評論社の『調査・朝鮮人強制労働』のシリーズ（①～④：
2013 ～ 2015年）や，前掲書『戦時朝鮮人強制労働調査資料集』，『同２―名簿・未払い金・動
員数・遺骨・過去清算』（神戸学生青年センター出版部，2012年）などによって，日本全国の戦時
朝鮮人強制連行研究・労働調査のとりまとめと新たな資料の発掘を精力的に行っている竹内康人氏
の論考が掲載されている（「朝鮮人軍人軍属の強制動員数―37万人以上の動員と消された氏名不
明の13万人」）。動員された朝鮮人軍人・軍属数に関して，1962年に厚生省が示した朝鮮人軍人軍
属24万人の表は1950年代の統計値から氏名不明の約13万人分（陸軍約11万4,000人，海軍約２万人）
を除いたものだったことを論証されており，朝鮮人強制連行研究のさらなる進展のためには，公文
書の全面公開が不可欠であることも述べておられる。また，2016年１月号には，鄭祐宗氏の論考「朝
鮮人強制連行研究における「労働力不足説」「労働力充足説」の検討―1939年～ 1942年の炭鉱
労働者としての配置を中心に―」と，金優綺氏「北海道における朝鮮人強制連行・強制労働と企
業「慰安所」」の両論考が掲載される予定である。前者は，従来の先行研究における朝鮮人の炭鉱
への移入に関する二つのステレオタイプ（「労働力不足説」と「労働力充足説」）に関する批判的検
討をし，後者は，研究がいまだ不十分な領域である炭鉱地帯を中心とした「朝鮮料理屋」，戦時下
日本企業による「慰安所」の実態について，北海道をフィールドに論証した論考であり，新しい境
地を切り開いている。
本特集が日本の「植民地支配」「強制連行・強制労働」「民族差別」をめぐる研究や歴史認識のあ
りようをめぐる議論を深化させる契機となれば幸いである。
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